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１．組織の概況 

（１）事務所の名称及び所在地  

 

施設名 所在地 摘 要 

（主たる事務所） 

青森県労働者共済生活協同組合 

青森県青森市本町三丁目 

４番１７号 

 

 

 (２)役員〔2024 年 5 月 31 日現在〕                                        

 

役職名 氏 名 

代表理事理事長 掛 村 政 則 

副理事長 間 山 正 茂 

専務理事 新 倉 稔 久 

理  事 千 葉 敏 彦 

理  事 菊 池 浩 正 

理  事 髙 橋 博 幸 

理  事 佐 藤 浩 美 

理  事 永 井 紀 昭 

理  事 関    保 

理  事 棟 方 一 晴 

理  事 沢 辺  毅 

理  事 小 川 辰 也 

理  事 石 崎 尚 人 

理  事 佐 藤 英 司 

理  事 對 馬 茂 文 

理  事 中 村 由 佳 

理  事 若 本 勝 也 

理  事 小 笠 原 明 彦 

理  事 冨 手 拓 海 

監 事 長 吉 田 一 夫 

監  事 髙 松  満  
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(３)業務運営の組織 

      

２．主要な業務  

（１）共済事業 

      生活上の慶弔時に際し、共済金を支払うことを約する当組合の元受事業である総合（慶弔）共 

済の普及を行っています。また、風水害等給付金つき火災共済、こくみん共済などこくみん共済 

coop  の共済事業に関する普及宣伝を行っています。 

 

（２）2023 年度における事業の概況 

 利用団体における組織組合員の減少（定年退職者の増加等）など厳しい推進環境の中、当組合

の元受事業である慶弔共済について、こくみん共済 coop の各種共済事業の普及推進に連携しな

がら積極的な加入推進に努めました。 

2023 年度末（2024 年 5 月末）の慶弔共済加入実績は 22,274 件・92,443 口となり、前年度末実

績に対して 2,176 件・8,699 口減少しました。 

また、経常収益は 27,693,623 円（前年比 1,075,297 円減）となり、経常費用は 26,338,118 円

（前年比 3,036,491 円減）となりました。 

この結果、経常剰余は 1,355,505 円（前年比 1,961,194 円増）となりました。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

総 代 会 

 

総務委員会 

事業推進委員会 

理事会 

監事会 

事 

務 

局 
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（３）直近の５事業年度における主要な業務の状況を示す指標 

 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 経常収益 25,873,039 26,445,200 25,333,940 28,768,920 27,693,623

 経常剰余金 
又は経常損失金 

978,472 688,450 ▲1,676,829 ▲605,689 1,355,505

 当期剰余金  
又は当期損失金 

517,344 5,009,555 ▲1,349,157 ▲1,386,525 5,626,659

 組合員出資金 1,541,992,700 1,537,721,900 1,523,753,600 1,506,211,000 1,474,273,000

 組合員出資口数 15,419,927 15,377,219 15,237,536 15,062,110 14,742,730

 純資産額 1,793,928,161 1,794,666,916 1,779,349,459 1,760,420,334 1,734,108,993

 総資産額 1,824,943,184 1,824,951,054 1,799,268,636 1,784,308,742 1,766,047,383

 責任準備金残高 1,598,986 1,587,864 1,564,063 1,426,907 1,549,889

 貸付金残高 - － － － － 

 有価証券残高 - － － － － 

 剰余金の配当金額 - － － － － 

 職員数              1 人 1 人 1 人 1 人 1 人

 保有契約高（千円） 12,913,127 13,483,664 13,298,352 14,175,009 13,401,937

   （注①）単位は円です。（ただし、職員数欄をのぞく） 

    （注②）元受事業である総合(慶弔)共済は 100%再共済していることから、生協法施行規則上の「特定共済組合」に該当しな

いため、支払余力比率は記載しておりません。 

   （注③）当組合は共済事業専業組合に該当しないため、生協法施行規則第 209 条第 1 項第 3 号ハに関する記載を行っておりま 

せん。 

（注④）責任準備金は払込方法・支払時期により、次年度に繰り越しすべき掛金を計上しています。 

 

３．契約年度別責任準備金残高及び予定利率 

生協法施行規則第 179 条第 1 項第 1 号に掲げる責任準備金については、本組合が元受となる(慶

弔)共済契約を全国労働者共済生活協同組合へ再共済しているため、同規則第 180 条の規定に基づ

き積み立てを行っておりません。よって予定利率も設定していません。 
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４．組合の業務運営 

（１）体制 

    

 

 

 

 

 

 

（２）リスク管理の取組 

      組合員の信頼と負託に応え、保障と安心を将来にわたり確実に提供しつづけることを目的とし、 

共済事業の健全な運営を確保するために、定款、総合（慶弔）共済事業規約および細則、個人情

報保護規定、個人情報保護方針、監査規則、監査実施要領等において、各種リスクを未然に防ぐ

ための取り組み等を明記し、適正なリスク管理に努めています。 

 また、監事会（監事 2 名）を設置し、監査業務に取り組んでいます。 

 

（３）法令遵守の取組  

      消費生活協同組合法、個人情報保護法等の関係法令に則り，共済制度の適正な普及・推進と健

全な事業運営に努めています。 

 

（４）個人情報保護の取組 

      個人情報保護法をはじめとする関係法令に則り、個人情報保護規定、青森県労働者共済生活協

同組合個人情報保護方針を設定し、お預かりした個人情報の漏洩、紛失、毀損または個人情報へ

の不当なアクセスの防止に努めています。 

また、個人情報および特定個人情報についての問い合わせ窓口の設置を行っています。 

 

（５）第三分野共済について 

   当組合は生活上の慶弔時に際し、共済金を支払うことを約する総合（慶弔）共済のみを実施

しており、第三分野共済の取り扱いは行っていません。 

 

 

 

 

 

 

代表理事 理事長 

 
  

専務理事 

 
  

事務局 
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５．直近の２事業年度における財産の状況に関する事項   

（１）貸借対照表  

 ①  2023 年度 

 

2024年 5月31日現在

（単位：円）

資産の部 負債及び純資産の部

科目 金額 科目 金額

(資産の部) (負債の部)

1. 現金及び預金 157,383 1. 共済契約準備金 1,549,889

(1) 預貯金 157,383 (1) 支払備金

2. 貸付金 (2) 責任準備金 1,549,889

(1) 組合貸付金 2. 再共済勘定

3. 再共済勘定 3. 業務委託勘定

4. 業務委託勘定 4. 業務受託勘定

5. 業務受託勘定 5. その他共済負債 568,566

6. その他共済資産 6. 借入金

7. 前払費用 7. 前受収益

8. 未収収益 8. 未払費用

9. その他資産 9. 未払利息

(1) 未収金 10. その他負債 26,389,016

(2) 差入保証金 (1) 未払金

(3) 仮払金 (2) 未払法人税等 2,937,500

(4) その他の資産 (3) 預り金 13,035,761

10. 業務用固定資産 (4) 仮受金

(1) 土地 (5) その他の負債 10,415,755

(2) 減価償却資産 11. 引当金 3,430,919

(3) 固定資産仮勘定 (1) 役員退職給与引当金 3,430,919

(4) 無形固定資産 (2) その他引当金

(5) その他固定資産 負債合計 31,938,390

11. 関係団体等出資金 1,765,890,000 (純資産の部)

12. 前払年金費用 1. 組合員資本 1,734,108,993

13. 貸倒引当金 (1) 出資金 1,474,273,000

14. 繰延資産 (2) 剰余金 259,835,993

① 法定準備金 66,087,000

② 任意積立金 188,078,334

(ア) 会員出資金対応積立金 188,078,334

③ 当期未処分剰余金 5,670,659

(うち当期剰余金) 5,626,659

純資産合計 1,734,108,993

資産合計 1,766,047,383 負債及び純資産合計 1,766,047,383  
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② 2022 年度 

2023年 5月31日現在

（単位：円）

資産の部 負債及び純資産の部

科目 金額 科目 金額

(資産の部) (負債の部)

1. 現金及び預金 122,951 1. 共済契約準備金 1,426,907

(1) 預貯金 122,951 (1) 支払備金

2. 貸付金 (2) 責任準備金 1,426,907

(1) 組合貸付金 2. 再共済勘定

3. 再共済勘定 3. 業務委託勘定

4. 業務委託勘定 4. 業務受託勘定

5. 業務受託勘定 5. その他共済負債 574,146

6. その他共済資産 6. 借入金

7. 前払費用 7. 前受収益

8. 未収収益 8. 未払費用

9. その他資産 18,295,791 9. 未払利息

(1) 未収金 10. その他負債 18,501,435

(2) 差入保証金 (1) 未払金

(3) 仮払金 (2) 未払法人税等 1,112,400

(4) その他の資産 18,295,791 (3) 預り金 17,389,035

10. 業務用固定資産 (4) 仮受金

(1) 土地 (5) その他の負債

(2) 減価償却資産 11. 引当金 3,385,920

(3) 固定資産仮勘定 (1) 役員退職給与引当金 3,385,920

(4) 無形固定資産 (2) その他引当金

(5) その他固定資産 負債合計 23,888,408

11. 関係団体等出資金 1,765,890,000 (純資産の部)

12. 前払年金費用 1. 組合員資本 1,760,420,334

13. 貸倒引当金 (1) 出資金 1,506,211,000

14. 繰延資産 (2) 剰余金 254,209,334

① 法定準備金 65,954,000

② 任意積立金 187,593,606

(ア) 創立記念事業積立金 9,575,282

(イ) 別途積立金 178,018,324

③ 当期未処分剰余金 661,728

(うち当期損失金) 1,386,525

純資産合計 1,760,420,334

資産合計 1,784,308,742 負債及び純資産合計 1,784,308,742 
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（２）損益計算書  

① 2023 年度 

自　2023年　６月　１日

至　2024年　５月３１日

（単位：円）

科目 金額

経常収益 27,693,623

1. 共済掛金等収入 27,459,348

(1) 受入共済掛金 18,323,348

(2) 受入再共済金 9,136,000

(3) 受入受託手数料

(4) 受入その他収入

2. 共済契約準備金戻入額

(1) 支払備金戻入額

(2) 責任準備金戻入額

3. 資産運用収益 149,724

(1) 利息及び配当金等収益 149,724

(2) その他の運用収益

4. その他経常収益 84,551

(1) 受取出資配当金 65,400

(2) 受取賃貸料

経 (3) その他の経常収益 19,151

経常費用 26,338,118

常 1. 共済金等支払額 24,805,776

(1) 支払共済金 9,136,000

損 (2) 支払再共済掛金 15,663,001

(3) 支払返戻金 6,775

益 (4) 支払その他費用

2. 共済契約準備金繰入額 122,982

(1) 支払備金繰入額

(2) 責任準備金繰入額 122,982

3. 資産運用費用

(1) 支払利息

(2) 共済事業資産運用費

(3) 貸倒引当金繰入額

4. 事業経費 1,409,271

(1) 人件費 122,405

(2) 物件費 437,221

(3) その他諸経費

(4) 支払委託手数料 849,645

5. その他経常費用 89

(1) 寄付金

(2) その他の経常費用 89

経常剰余金 1,355,505

特別利益 7,140,290

(1) 固定資産売却益

特 (2) 引当金取崩益

別 (3) その他特別利益 7,140,290

損 特別損失 75,982

益 (1) 固定資産処分損

(2) 不動産圧縮損

(3) その他特別損失 75,982

税引前当期剰余金 8,419,813

法人税等 2,793,154

当期剰余金 5,626,659

当期首繰越剰余金 44,000

任意積立金取崩額

当期未処分剰余金 5,670,659  
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② 2022 年度 

自　2022年　６月　１日

至　2023年　５月３１日

（単位：円）

科目 金額

経常収益 28,768,920

1. 共済掛金等収入 28,384,591

(1) 受入共済掛金 19,053,591

(2) 受入再共済金 9,331,000

(3) 受入受託手数料

(4) 受入その他収入

2. 共済契約準備金戻入額 137,156

(1) 支払備金戻入額

(2) 責任準備金戻入額 137,156

3. 資産運用収益 102,656

(1) 利息及び配当金等収益 102,656

(2) その他の運用収益

4. その他経常収益 144,517

(1) 受取出資配当金 74,300

(2) 受取賃貸料

経 (3) その他の経常収益 70,217

経常費用 29,374,609

常 1. 共済金等支払額 25,849,411

(1) 支払共済金 9,331,000

損 (2) 支払再共済掛金 16,500,827

(3) 支払返戻金 17,584

益 (4) 支払その他費用

2. 共済契約準備金繰入額

(1) 支払備金繰入額

(2) 責任準備金繰入額

3. 資産運用費用

(1) 支払利息

(2) 共済事業資産運用費

(3) 貸倒引当金繰入額

4. 事業経費 3,525,191

(1) 人件費 102,856

(2) 物件費 2,393,161

(3) その他諸経費

(4) 支払委託手数料 1,029,174

5. その他経常費用 7

(1) 寄付金

(2) その他の経常費用 7

経常損失金 605,689

特別利益 358,548

(1) 固定資産売却益

特 (2) 引当金取崩益

別 (3) その他特別利益 358,548

損 特別損失 11,813

益 (1) 固定資産処分損

(2) 不動産圧縮損

(3) その他特別損失 11,813

税引前当期損失金 258,954

法人税等 1,127,571

当期損失金 1,386,525

当期首繰越剰余金 86,176

任意積立金取崩額 1,962,077

(1) 創立記念事業積立金戻入 1,962,077

当期未処分剰余金 661,728  
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（３）剰余金処分計算書又は損失金処理計算書  

①  2023 年度 剰余金処分計算書 

 

＜単位：円＞

金　　額

  Ⅰ． 当期未処分剰余金 5,670,659

  Ⅱ． 剰余金処分額 5,378,659

   １ 法定準備金 1,126,000

   ２ 任意積立金 4,252,659

    (1) 4,252,659

  Ⅲ． 次期繰越剰余金 292,000

科　　　　　目

(注記１) 次期繰越剰余金には、消費生活協同組合法第51条の４第４項の教育事業等繰越金282,000円が含まれています。

会員出資金対応積立金

(注記２)　会員出資金対応積立金は、こくみん共済 coopの会員である当組合がこくみん共済 coopへの出資により

　　　　その経営基盤を強化し、万一の場合の組合員の生活保障事業を一層強化することを目的に積み立てます。  

 

 

② 2022 年度 剰余金処分計算書 

＜単位：円＞

金　　額

  Ⅰ． 当期未処分剰余金 661,728

  Ⅱ． 任意積立金取崩額 187,593,606

   １ 9,575,282

   ２ 178,018,324

  Ⅲ． 剰余金処分額 188,211,334

   １ 法定準備金 133,000

   ２ 任意積立金 188,078,334

    (1) 188,078,334

  Ⅳ． 次期繰越剰余金 44,000

科　　　　　目

(注記１) 次期繰越剰余金には、消費生活協同組合法第51条の４第４項の教育事業等繰越金34,000円が含まれています。

会員出資金対応積立金

(注記２)　会員出資金対応積立金は、こくみん共済 coopの会員である当組合がこくみん共済 coopへの出資により

　　　　その経営基盤を強化し、万一の場合の組合員の生活保障事業を一層強化することを目的に積み立てます。

創立記念事業積立金

別途積立金
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（４）貸付金明細 

該当する貸付金はありません。 

 

（５）債権者区分による債権の状況 

  該当する債権はありません。 

 

（６）有価証券・金銭の信託・デリバティブ取引の取得価額又は契約金額、時価及び評価損益 

 該当する有価証券等は保有していません。 

 

（７）貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 

 該当する貸倒引当金はありません。 

  

（８）貸付金償却の額   

    該当する貸付金の償却額はありません。 

 

（９）共済金等の支払能力の充実の状況   

    「特定共済組合」に該当しないため、記載しておりません。 

 

６．子会社等に関する事項 

該当する子会社等に関する事項はありません。 

 

７．その他 

事業年度の末日(2024 年 5 月 31 日)において、継続組合の前提に重要な疑義を生じさせるよう

な事象又は状況その他当該組合の経営に重要な影響を及ぼす事象は存在しません。 

 



13 

個人情報および特定個人情報にかかる保護基準方針 

―組合員・お客さまに関する個人情報および特定個人情報 

（マイナンバー等）の取扱いについて― 

 

青森県労働者共済生活協同組合 

 

 青森県労働者共済生活協同組合（以下、「青森労済」という。）は、組合員・お客さまから信頼され

る共済生協を目指し、組合員・お客さまに青森労済の共済商品およびサービスを提供するとともに、

あわせて全国労働者共済生活協同組合連合会（以下、「連合会」という。）の各種共済商品、各種サー

ビスを利用していただいています。 

組合員・お客さまからお預かりした情報は、個人情報の保護に関する法律（以下、「個人情報保護法」

といいます。）および行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下、

「番号法」といいます。)等の関係法令に則り、必要な管理体制のもとに正確性・機密性・安全性の確

保に努めます。 

 

１．情報収集・利用の目的  

 青森労済は、組合員・お客さまにより良い共済商品・サービスを提供させていただくため、組合員・

お客さまに関する必要最小限の情報を取得し利用させていただきます。 

 なお、個人情報保護法および番号法において例外的に利用が認められている場合は、以下の利用目

的を超えて利用させていただくことがあります。 

(1) 個人情報について 

組合員・お客さまの個人情報は、ご本人かどうかの確認、共済契約の締結・維持管理、共済金

のお支払いなどを含む共済契約の判断に関する業務や、青森労済およびお客様が加入・利用され

る連合会の事業、各種共済商品、各種サービスのご案内などの目的のために利用させていただき

ます。 

また、利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を取り扱う場合は、あらかじめご本人の

同意をいただきます。 

 

２. 取得させていただく情報の種類 

 (1) 個人情報について 

組合員・お客さまの住所、氏名、生年月日、性別、電話番号、その他共済契約の締結、共済金

のお支払い等に必要となる情報を取得させていただきます。 

 

３. 情報の取得方法 

 (1) 個人情報について 
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主に申込書、契約書やアンケートにより、組合員・お客さまの情報を取得させていただきます。 

協力団体・労働組合を通じて共済を利用される組合員・お客さまについては、所属されている

協力団体・労働組合等を経由して、共済に係わる組合員・お客さまの情報を取得させていただい

きます。 

 

４．情報の管理 

 青森労済は、組合員・お客さまから取得する情報について、「個人情報保護規程」にもとづき、以下

のとおり安全管理を実施します。 

(1) 安全管理について 

① 情報の保管については、管理責任者等の設置や情報セキュリティ対策等をはじめ必要かつ適

切な措置を講じるとともに、組合員・お客さまの情報の漏えい、紛失、き損または情報への不

正アクセスの防止など、情報の安全管理を実施します。 

② 組合員・お客さまの個人情報の取扱いについての教育・研修を職員に定期的に実施します。 

③ 組合員・お客さまの個人情報については、それぞれの利用目的の達成に必要な範囲内におい

て正確かつ最新の内容とするように努めます。 

④ 連合会および関連事業会社等に事務処理を委託する場合には、委託先に対して、組合員・お

客さまの情報の適切な管理を求めるとともに、目的外の利用を行わせない等の必要かつ適切な

委託先の監督を実施します。  

(2) 情報の廃棄等について 

情報の廃棄等については、法令で定める保存期間を経過 する等、保管する必要性がなくなっ

た場合には、速やかに、復元不可能な手段で廃棄又は削除します。 

 

５. 情報の利用・提供 

 (1) 個人情報について 

    青森労済では、お客さまの個人情報を業務上必要がある場合にのみ利用し、以下の場合を除い

て、組合員・お客さまの個人情報を外部に提供することはありません。 

① 組合員・お客さまが同意されている場合  

② 法令により必要と判断される場合  

③ 組合員・お客さままたは公共の利益のために必要と考えられる場合 

④ 連合会および業務提携先等との間で、青森労済が保有する共済契約等に関する所定の情報(以

下、「個人データ」といいます。)を共同して利用させていただく場合で、以下のことをあらか

じめご本人に通知し、またはご本人が容易に知り得る状態に置いているときには、個人情報保

護法にもとづき第三者への提供には該当しないものとします。 

ア．共同利用する旨 

イ．共同で利用される個人データの項目 
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ウ．共同して利用するものの範囲 

エ．利用するものの利用目的 

オ．当該個人データの管理について責任を有する者の氏名または名称 

 

６．共同利用 

 青森労済では、組合員・お客様に連合会の各種共済商品、各種サービスを利用していただくために、

連合会との間で、青森労済が保有する個人データを共同して利用させていただいています。この場合

にも、連合会とともにお預かりした個人データの適切な管理、厳格な取扱いに努めていきます。なお、

詳細については、ご面倒ですが、連合会ホームページをご覧ください。 

 また、連合会以外との間で共同利用を行う場合は、共同して利用する個人データの項目、共同して

利用する者の範囲および利用する者の利用目的は、容易に知り得るようにします。 

 

７. 開示・訂正・利用停止等  

青森労済は、組合員・お客さまからご自身に関する保有個人データ、第三者提供記録について開示

のご依頼があった場合は、ご本人であることを確認させていただいたうえで、特別な理由のない限り

開示いたします。 

また、お預かりした情報が不正確である場合には、正確なものに訂正させていただきます。  

なお、利用目的を超えた情報の利用、不正な手段による情報の取得、利用の必要がなくなったこと、

漏えい・滅失・毀損など権利利益が損なわれるおそれが大きいこと、または取扱いによって権利・正

当な利益が損なわれるおそれがあることを理由として取扱いの停止を希望される場合のほか、組合

員・お客さまの個人情報については、ダイレクトメール・電話・Ｅメールによるご案内などへの利用

を希望されない場合にも、特別な理由のない限り取扱いを停止させていただきます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 相談対応窓口  青森推進本部窓口 

■ TEL   ０１７-７７３-７００１（月曜日から金曜日 9:00～17:00 た

だし祝祭日を除きます。） 

■ FAX  ０１７-７７３-３５６４ 

 ■ 責任者 

名 称 青森県労働者共済生活協同組合 

住 所 青森県青森市本町３丁目４-１７ 

代表者 掛村 政則 

個人情報および特定個人情報の 

開示・訂正・利用停止等のお問合せ先 

お近くの相談対応窓口までお申し出ください 
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１．組織の概況 

（１）事務所の名称及び所在地  

 

施設名 所在地 摘 要 

（主たる事務所） 

青森県労働者共済生活協同組合 

青森県青森市本町三丁目 

４番１７号 

 

 

 (２)役員〔2024 年 5 月 31 日現在〕                                        

 

役職名 氏 名 

代表理事理事長 掛 村 政 則 

副理事長 間 山 正 茂 

専務理事 新 倉 稔 久 

理  事 千 葉 敏 彦 

理  事 菊 池 浩 正 

理  事 髙 橋 博 幸 

理  事 佐 藤 浩 美 

理  事 永 井 紀 昭 

理  事 関    保 

理  事 棟 方 一 晴 

理  事 沢 辺  毅 

理  事 小 川 辰 也 

理  事 石 崎 尚 人 

理  事 佐 藤 英 司 

理  事 對 馬 茂 文 

理  事 中 村 由 佳 

理  事 若 本 勝 也 

理  事 小 笠 原 明 彦 

理  事 冨 手 拓 海 

監 事 長 吉 田 一 夫 

監  事 髙 松  満  

 

 

 

 



4 

 

(３)業務運営の組織 

      

２．主要な業務  

（１）共済事業 

      生活上の慶弔時に際し、共済金を支払うことを約する当組合の元受事業である総合（慶弔）共 

済の普及を行っています。また、風水害等給付金つき火災共済、こくみん共済などこくみん共済 

coop  の共済事業に関する普及宣伝を行っています。 

 

（２）2023 年度における事業の概況 

 利用団体における組織組合員の減少（定年退職者の増加等）など厳しい推進環境の中、当組合

の元受事業である慶弔共済について、こくみん共済 coop の各種共済事業の普及推進に連携しな

がら積極的な加入推進に努めました。 

2023 年度末（2024 年 5 月末）の慶弔共済加入実績は 22,274 件・92,443 口となり、前年度末実

績に対して 2,176 件・8,699 口減少しました。 

また、経常収益は 27,693,623 円（前年比 1,075,297 円減）となり、経常費用は 26,338,118 円

（前年比 3,036,491 円減）となりました。 

この結果、経常剰余は 1,355,505 円（前年比 1,961,194 円増）となりました。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

総 代 会 

 

総務委員会 

事業推進委員会 

理事会 

監事会 

事 

務 

局 
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（３）直近の５事業年度における主要な業務の状況を示す指標 

 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 経常収益 25,873,039 26,445,200 25,333,940 28,768,920 27,693,623

 経常剰余金 
又は経常損失金 

978,472 688,450 ▲1,676,829 ▲605,689 1,355,505

 当期剰余金  
又は当期損失金 

517,344 5,009,555 ▲1,349,157 ▲1,386,525 5,626,659

 組合員出資金 1,541,992,700 1,537,721,900 1,523,753,600 1,506,211,000 1,474,273,000

 組合員出資口数 15,419,927 15,377,219 15,237,536 15,062,110 14,742,730

 純資産額 1,793,928,161 1,794,666,916 1,779,349,459 1,760,420,334 1,734,108,993

 総資産額 1,824,943,184 1,824,951,054 1,799,268,636 1,784,308,742 1,766,047,383

 責任準備金残高 1,598,986 1,587,864 1,564,063 1,426,907 1,549,889

 貸付金残高 - － － － － 

 有価証券残高 - － － － － 

 剰余金の配当金額 - － － － － 

 職員数              1 人 1 人 1 人 1 人 1 人

 保有契約高（千円） 12,913,127 13,483,664 13,298,352 14,175,009 13,401,937

   （注①）単位は円です。（ただし、職員数欄をのぞく） 

    （注②）元受事業である総合(慶弔)共済は 100%再共済していることから、生協法施行規則上の「特定共済組合」に該当しな

いため、支払余力比率は記載しておりません。 

   （注③）当組合は共済事業専業組合に該当しないため、生協法施行規則第 209 条第 1 項第 3 号ハに関する記載を行っておりま 

せん。 

（注④）責任準備金は払込方法・支払時期により、次年度に繰り越しすべき掛金を計上しています。 

 

３．契約年度別責任準備金残高及び予定利率 

生協法施行規則第 179 条第 1 項第 1 号に掲げる責任準備金については、本組合が元受となる(慶

弔)共済契約を全国労働者共済生活協同組合へ再共済しているため、同規則第 180 条の規定に基づ

き積み立てを行っておりません。よって予定利率も設定していません。 
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４．組合の業務運営 

（１）体制 

    

 

 

 

 

 

 

（２）リスク管理の取組 

      組合員の信頼と負託に応え、保障と安心を将来にわたり確実に提供しつづけることを目的とし、 

共済事業の健全な運営を確保するために、定款、総合（慶弔）共済事業規約および細則、個人情

報保護規定、個人情報保護方針、監査規則、監査実施要領等において、各種リスクを未然に防ぐ

ための取り組み等を明記し、適正なリスク管理に努めています。 

 また、監事会（監事 2 名）を設置し、監査業務に取り組んでいます。 

 

（３）法令遵守の取組  

      消費生活協同組合法、個人情報保護法等の関係法令に則り，共済制度の適正な普及・推進と健

全な事業運営に努めています。 

 

（４）個人情報保護の取組 

      個人情報保護法をはじめとする関係法令に則り、個人情報保護規定、青森県労働者共済生活協

同組合個人情報保護方針を設定し、お預かりした個人情報の漏洩、紛失、毀損または個人情報へ

の不当なアクセスの防止に努めています。 

また、個人情報および特定個人情報についての問い合わせ窓口の設置を行っています。 

 

（５）第三分野共済について 

   当組合は生活上の慶弔時に際し、共済金を支払うことを約する総合（慶弔）共済のみを実施

しており、第三分野共済の取り扱いは行っていません。 

 

 

 

 

 

 

代表理事 理事長 

 
  

専務理事 

 
  

事務局 
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５．直近の２事業年度における財産の状況に関する事項   

（１）貸借対照表  

 ①  2023 年度 

 

2024年 5月31日現在

（単位：円）

資産の部 負債及び純資産の部

科目 金額 科目 金額

(資産の部) (負債の部)

1. 現金及び預金 157,383 1. 共済契約準備金 1,549,889

(1) 預貯金 157,383 (1) 支払備金

2. 貸付金 (2) 責任準備金 1,549,889

(1) 組合貸付金 2. 再共済勘定

3. 再共済勘定 3. 業務委託勘定

4. 業務委託勘定 4. 業務受託勘定

5. 業務受託勘定 5. その他共済負債 568,566

6. その他共済資産 6. 借入金

7. 前払費用 7. 前受収益

8. 未収収益 8. 未払費用

9. その他資産 9. 未払利息

(1) 未収金 10. その他負債 26,389,016

(2) 差入保証金 (1) 未払金

(3) 仮払金 (2) 未払法人税等 2,937,500

(4) その他の資産 (3) 預り金 13,035,761

10. 業務用固定資産 (4) 仮受金

(1) 土地 (5) その他の負債 10,415,755

(2) 減価償却資産 11. 引当金 3,430,919

(3) 固定資産仮勘定 (1) 役員退職給与引当金 3,430,919

(4) 無形固定資産 (2) その他引当金

(5) その他固定資産 負債合計 31,938,390

11. 関係団体等出資金 1,765,890,000 (純資産の部)

12. 前払年金費用 1. 組合員資本 1,734,108,993

13. 貸倒引当金 (1) 出資金 1,474,273,000

14. 繰延資産 (2) 剰余金 259,835,993

① 法定準備金 66,087,000

② 任意積立金 188,078,334

(ア) 会員出資金対応積立金 188,078,334

③ 当期未処分剰余金 5,670,659

(うち当期剰余金) 5,626,659

純資産合計 1,734,108,993

資産合計 1,766,047,383 負債及び純資産合計 1,766,047,383  
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② 2022 年度 

2023年 5月31日現在

（単位：円）

資産の部 負債及び純資産の部

科目 金額 科目 金額

(資産の部) (負債の部)

1. 現金及び預金 122,951 1. 共済契約準備金 1,426,907

(1) 預貯金 122,951 (1) 支払備金

2. 貸付金 (2) 責任準備金 1,426,907

(1) 組合貸付金 2. 再共済勘定

3. 再共済勘定 3. 業務委託勘定

4. 業務委託勘定 4. 業務受託勘定

5. 業務受託勘定 5. その他共済負債 574,146

6. その他共済資産 6. 借入金

7. 前払費用 7. 前受収益

8. 未収収益 8. 未払費用

9. その他資産 18,295,791 9. 未払利息

(1) 未収金 10. その他負債 18,501,435

(2) 差入保証金 (1) 未払金

(3) 仮払金 (2) 未払法人税等 1,112,400

(4) その他の資産 18,295,791 (3) 預り金 17,389,035

10. 業務用固定資産 (4) 仮受金

(1) 土地 (5) その他の負債

(2) 減価償却資産 11. 引当金 3,385,920

(3) 固定資産仮勘定 (1) 役員退職給与引当金 3,385,920

(4) 無形固定資産 (2) その他引当金

(5) その他固定資産 負債合計 23,888,408

11. 関係団体等出資金 1,765,890,000 (純資産の部)

12. 前払年金費用 1. 組合員資本 1,760,420,334

13. 貸倒引当金 (1) 出資金 1,506,211,000

14. 繰延資産 (2) 剰余金 254,209,334

① 法定準備金 65,954,000

② 任意積立金 187,593,606

(ア) 創立記念事業積立金 9,575,282

(イ) 別途積立金 178,018,324

③ 当期未処分剰余金 661,728

(うち当期損失金) 1,386,525

純資産合計 1,760,420,334

資産合計 1,784,308,742 負債及び純資産合計 1,784,308,742 
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（２）損益計算書  

① 2023 年度 

自　2023年　６月　１日

至　2024年　５月３１日

（単位：円）

科目 金額

経常収益 27,693,623

1. 共済掛金等収入 27,459,348

(1) 受入共済掛金 18,323,348

(2) 受入再共済金 9,136,000

(3) 受入受託手数料

(4) 受入その他収入

2. 共済契約準備金戻入額

(1) 支払備金戻入額

(2) 責任準備金戻入額

3. 資産運用収益 149,724

(1) 利息及び配当金等収益 149,724

(2) その他の運用収益

4. その他経常収益 84,551

(1) 受取出資配当金 65,400

(2) 受取賃貸料

経 (3) その他の経常収益 19,151

経常費用 26,338,118

常 1. 共済金等支払額 24,805,776

(1) 支払共済金 9,136,000

損 (2) 支払再共済掛金 15,663,001

(3) 支払返戻金 6,775

益 (4) 支払その他費用

2. 共済契約準備金繰入額 122,982

(1) 支払備金繰入額

(2) 責任準備金繰入額 122,982

3. 資産運用費用

(1) 支払利息

(2) 共済事業資産運用費

(3) 貸倒引当金繰入額

4. 事業経費 1,409,271

(1) 人件費 122,405

(2) 物件費 437,221

(3) その他諸経費

(4) 支払委託手数料 849,645

5. その他経常費用 89

(1) 寄付金

(2) その他の経常費用 89

経常剰余金 1,355,505

特別利益 7,140,290

(1) 固定資産売却益

特 (2) 引当金取崩益

別 (3) その他特別利益 7,140,290

損 特別損失 75,982

益 (1) 固定資産処分損

(2) 不動産圧縮損

(3) その他特別損失 75,982

税引前当期剰余金 8,419,813

法人税等 2,793,154

当期剰余金 5,626,659

当期首繰越剰余金 44,000

任意積立金取崩額

当期未処分剰余金 5,670,659  
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② 2022 年度 

自　2022年　６月　１日

至　2023年　５月３１日

（単位：円）

科目 金額

経常収益 28,768,920

1. 共済掛金等収入 28,384,591

(1) 受入共済掛金 19,053,591

(2) 受入再共済金 9,331,000

(3) 受入受託手数料

(4) 受入その他収入

2. 共済契約準備金戻入額 137,156

(1) 支払備金戻入額

(2) 責任準備金戻入額 137,156

3. 資産運用収益 102,656

(1) 利息及び配当金等収益 102,656

(2) その他の運用収益

4. その他経常収益 144,517

(1) 受取出資配当金 74,300

(2) 受取賃貸料

経 (3) その他の経常収益 70,217

経常費用 29,374,609

常 1. 共済金等支払額 25,849,411

(1) 支払共済金 9,331,000

損 (2) 支払再共済掛金 16,500,827

(3) 支払返戻金 17,584

益 (4) 支払その他費用

2. 共済契約準備金繰入額

(1) 支払備金繰入額

(2) 責任準備金繰入額

3. 資産運用費用

(1) 支払利息

(2) 共済事業資産運用費

(3) 貸倒引当金繰入額

4. 事業経費 3,525,191

(1) 人件費 102,856

(2) 物件費 2,393,161

(3) その他諸経費

(4) 支払委託手数料 1,029,174

5. その他経常費用 7

(1) 寄付金

(2) その他の経常費用 7

経常損失金 605,689

特別利益 358,548

(1) 固定資産売却益

特 (2) 引当金取崩益

別 (3) その他特別利益 358,548

損 特別損失 11,813

益 (1) 固定資産処分損

(2) 不動産圧縮損

(3) その他特別損失 11,813

税引前当期損失金 258,954

法人税等 1,127,571

当期損失金 1,386,525

当期首繰越剰余金 86,176

任意積立金取崩額 1,962,077

(1) 創立記念事業積立金戻入 1,962,077

当期未処分剰余金 661,728  
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（３）剰余金処分計算書又は損失金処理計算書  

①  2023 年度 剰余金処分計算書 

 

＜単位：円＞

金　　額

  Ⅰ． 当期未処分剰余金 5,670,659

  Ⅱ． 剰余金処分額 5,378,659

   １ 法定準備金 1,126,000

   ２ 任意積立金 4,252,659

    (1) 4,252,659

  Ⅲ． 次期繰越剰余金 292,000

科　　　　　目

(注記１) 次期繰越剰余金には、消費生活協同組合法第51条の４第４項の教育事業等繰越金282,000円が含まれています。

会員出資金対応積立金

(注記２)　会員出資金対応積立金は、こくみん共済 coopの会員である当組合がこくみん共済 coopへの出資により

　　　　その経営基盤を強化し、万一の場合の組合員の生活保障事業を一層強化することを目的に積み立てます。  

 

 

② 2022 年度 剰余金処分計算書 

＜単位：円＞

金　　額

  Ⅰ． 当期未処分剰余金 661,728

  Ⅱ． 任意積立金取崩額 187,593,606

   １ 9,575,282

   ２ 178,018,324

  Ⅲ． 剰余金処分額 188,211,334

   １ 法定準備金 133,000

   ２ 任意積立金 188,078,334

    (1) 188,078,334

  Ⅳ． 次期繰越剰余金 44,000

科　　　　　目

(注記１) 次期繰越剰余金には、消費生活協同組合法第51条の４第４項の教育事業等繰越金34,000円が含まれています。

会員出資金対応積立金

(注記２)　会員出資金対応積立金は、こくみん共済 coopの会員である当組合がこくみん共済 coopへの出資により

　　　　その経営基盤を強化し、万一の場合の組合員の生活保障事業を一層強化することを目的に積み立てます。

創立記念事業積立金

別途積立金
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（４）貸付金明細 

該当する貸付金はありません。 

 

（５）債権者区分による債権の状況 

  該当する債権はありません。 

 

（６）有価証券・金銭の信託・デリバティブ取引の取得価額又は契約金額、時価及び評価損益 

 該当する有価証券等は保有していません。 

 

（７）貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 

 該当する貸倒引当金はありません。 

  

（８）貸付金償却の額   

    該当する貸付金の償却額はありません。 

 

（９）共済金等の支払能力の充実の状況   

    「特定共済組合」に該当しないため、記載しておりません。 

 

６．子会社等に関する事項 

該当する子会社等に関する事項はありません。 

 

７．その他 

事業年度の末日(2024 年 5 月 31 日)において、継続組合の前提に重要な疑義を生じさせるよう

な事象又は状況その他当該組合の経営に重要な影響を及ぼす事象は存在しません。 
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個人情報および特定個人情報にかかる保護基準方針 

―組合員・お客さまに関する個人情報および特定個人情報 

（マイナンバー等）の取扱いについて― 

 

青森県労働者共済生活協同組合 

 

 青森県労働者共済生活協同組合（以下、「青森労済」という。）は、組合員・お客さまから信頼され

る共済生協を目指し、組合員・お客さまに青森労済の共済商品およびサービスを提供するとともに、

あわせて全国労働者共済生活協同組合連合会（以下、「連合会」という。）の各種共済商品、各種サー

ビスを利用していただいています。 

組合員・お客さまからお預かりした情報は、個人情報の保護に関する法律（以下、「個人情報保護法」

といいます。）および行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下、

「番号法」といいます。)等の関係法令に則り、必要な管理体制のもとに正確性・機密性・安全性の確

保に努めます。 

 

１．情報収集・利用の目的  

 青森労済は、組合員・お客さまにより良い共済商品・サービスを提供させていただくため、組合員・

お客さまに関する必要最小限の情報を取得し利用させていただきます。 

 なお、個人情報保護法および番号法において例外的に利用が認められている場合は、以下の利用目

的を超えて利用させていただくことがあります。 

(1) 個人情報について 

組合員・お客さまの個人情報は、ご本人かどうかの確認、共済契約の締結・維持管理、共済金

のお支払いなどを含む共済契約の判断に関する業務や、青森労済およびお客様が加入・利用され

る連合会の事業、各種共済商品、各種サービスのご案内などの目的のために利用させていただき

ます。 

また、利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を取り扱う場合は、あらかじめご本人の

同意をいただきます。 

 

２. 取得させていただく情報の種類 

 (1) 個人情報について 

組合員・お客さまの住所、氏名、生年月日、性別、電話番号、その他共済契約の締結、共済金

のお支払い等に必要となる情報を取得させていただきます。 

 

３. 情報の取得方法 

 (1) 個人情報について 
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主に申込書、契約書やアンケートにより、組合員・お客さまの情報を取得させていただきます。 

協力団体・労働組合を通じて共済を利用される組合員・お客さまについては、所属されている

協力団体・労働組合等を経由して、共済に係わる組合員・お客さまの情報を取得させていただい

きます。 

 

４．情報の管理 

 青森労済は、組合員・お客さまから取得する情報について、「個人情報保護規程」にもとづき、以下

のとおり安全管理を実施します。 

(1) 安全管理について 

① 情報の保管については、管理責任者等の設置や情報セキュリティ対策等をはじめ必要かつ適

切な措置を講じるとともに、組合員・お客さまの情報の漏えい、紛失、き損または情報への不

正アクセスの防止など、情報の安全管理を実施します。 

② 組合員・お客さまの個人情報の取扱いについての教育・研修を職員に定期的に実施します。 

③ 組合員・お客さまの個人情報については、それぞれの利用目的の達成に必要な範囲内におい

て正確かつ最新の内容とするように努めます。 

④ 連合会および関連事業会社等に事務処理を委託する場合には、委託先に対して、組合員・お

客さまの情報の適切な管理を求めるとともに、目的外の利用を行わせない等の必要かつ適切な

委託先の監督を実施します。  

(2) 情報の廃棄等について 

情報の廃棄等については、法令で定める保存期間を経過 する等、保管する必要性がなくなっ

た場合には、速やかに、復元不可能な手段で廃棄又は削除します。 

 

５. 情報の利用・提供 

 (1) 個人情報について 

    青森労済では、お客さまの個人情報を業務上必要がある場合にのみ利用し、以下の場合を除い

て、組合員・お客さまの個人情報を外部に提供することはありません。 

① 組合員・お客さまが同意されている場合  

② 法令により必要と判断される場合  

③ 組合員・お客さままたは公共の利益のために必要と考えられる場合 

④ 連合会および業務提携先等との間で、青森労済が保有する共済契約等に関する所定の情報(以

下、「個人データ」といいます。)を共同して利用させていただく場合で、以下のことをあらか

じめご本人に通知し、またはご本人が容易に知り得る状態に置いているときには、個人情報保

護法にもとづき第三者への提供には該当しないものとします。 

ア．共同利用する旨 

イ．共同で利用される個人データの項目 
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ウ．共同して利用するものの範囲 

エ．利用するものの利用目的 

オ．当該個人データの管理について責任を有する者の氏名または名称 

 

６．共同利用 

 青森労済では、組合員・お客様に連合会の各種共済商品、各種サービスを利用していただくために、

連合会との間で、青森労済が保有する個人データを共同して利用させていただいています。この場合

にも、連合会とともにお預かりした個人データの適切な管理、厳格な取扱いに努めていきます。なお、

詳細については、ご面倒ですが、連合会ホームページをご覧ください。 

 また、連合会以外との間で共同利用を行う場合は、共同して利用する個人データの項目、共同して

利用する者の範囲および利用する者の利用目的は、容易に知り得るようにします。 

 

７. 開示・訂正・利用停止等  

青森労済は、組合員・お客さまからご自身に関する保有個人データ、第三者提供記録について開示

のご依頼があった場合は、ご本人であることを確認させていただいたうえで、特別な理由のない限り

開示いたします。 

また、お預かりした情報が不正確である場合には、正確なものに訂正させていただきます。  

なお、利用目的を超えた情報の利用、不正な手段による情報の取得、利用の必要がなくなったこと、

漏えい・滅失・毀損など権利利益が損なわれるおそれが大きいこと、または取扱いによって権利・正

当な利益が損なわれるおそれがあることを理由として取扱いの停止を希望される場合のほか、組合

員・お客さまの個人情報については、ダイレクトメール・電話・Ｅメールによるご案内などへの利用

を希望されない場合にも、特別な理由のない限り取扱いを停止させていただきます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 相談対応窓口  青森推進本部窓口 

■ TEL   ０１７-７７３-７００１（月曜日から金曜日 9:00～17:00 た

だし祝祭日を除きます。） 

■ FAX  ０１７-７７３-３５６４ 

 ■ 責任者 

名 称 青森県労働者共済生活協同組合 

住 所 青森県青森市本町３丁目４-１７ 

代表者 掛村 政則 

個人情報および特定個人情報の 

開示・訂正・利用停止等のお問合せ先 

お近くの相談対応窓口までお申し出ください 


